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岩国市こども医療費助成事業実施要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、児童の保健の向上に寄与し、児童の福祉の増進を図るとともに、安

心して子どもを産み育てることができる環境の整備を図るため、児童の医療費の一部を

当該児童の保護者に対し、助成することについて必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、「社会保険各法」とは、次に掲げる法律をいう。 

(１) 健康保険法（大正11年法律第70号） 

(２) 船員保険法（昭和14年法律第73号） 

(３) 私立学校教職員共済法（昭和28年法律第245号） 

(４) 国家公務員共済組合法（昭和33年法律第128号） 

(５) 国民健康保険法（昭和33年法律第192号） 

(６) 地方公務員等共済組合法（昭和37年法律第152号） 

２ この要綱において「児童」とは、満６歳に達する日以後最初の４月１日から満15歳に

達する日以後最初の３月31日までの間にある者をいう。 

３ この要綱において「対象者」とは、市内に居住地を有する児童又は国民健康保険法第

116条若しくは第116条の２の規定により市が行う国民健康保険の被保険者とした児童

（同法第116条又は第116条の２の規定により転出先の市町村において助成を受けること

ができる児童を除く。）のうち、社会保険各法による被扶養者又は被保険者であるもの

をいう。ただし、次の各号のいずれかに該当する者を除く。 

(１) 生活保護法（昭和25年法律第144号）による保護を受けている者 

(２) 児童福祉法（昭和22年法律第164号）第27条第１項第３号若しくは同条第２項の措

置又は同法第33条の規定による一時保護を受けている者であって、国又は地方公共団

体の負担による医療費の支給を受けることができる者 

(３) 国民健康保険法第116条又は第116条の２の規定により他の市町村が行う国民健康

保険の被保険者とされた者 

４ この要綱において「保護者」とは、児童の親権を行う者、未成年後見人その他の者で、

児童を現に監護するものをいう。 

５ この要綱において「社会保険各法の規定による医療に関する給付」とは、疾病又は負

傷についての社会保険各法による療養の給付又は入院時食事療養費、保険外併用療養費、



療養費、訪問看護療養費、家族療養費、家族訪問看護療養費、特別療養費、高額療養費

及び高額介護合算療養費の支給をいう。 

（助成の範囲） 

第３条 市長は、対象者の疾病又は負傷について、社会保険各法の規定による医療に関す

る給付が行われた場合において、当該医療に関する給付の額（その者が社会保険各法に

よる療養の給付を受けたときは、当該療養の給付の額から当該療養の給付に関する社会

保険各法の規定による一部負担金に相当する額を控除した額とする。）が当該医療に要

する費用の額に満たないときは、その満たない額に相当する額（社会保険各法による入

院時食事療養に係る療養を受ける者については、当該入院時食事療養費の給付に関する

これらの法律に規定する食事療養標準負担額を除いた額とする。）をこの要綱に定める

手続に従い、こども医療費として対象者の保護者に助成するものとする。ただし、当該

疾病又は負傷について法令の規定により国又は地方公共団体の負担による医療に関する

給付が行われるときは、この限りでない。 

２ 前項の医療に要する費用の額は、健康保険法第76条第２項の規定に基づく厚生労働大

臣が定めるところにより算定した額とする。ただし、現に要した費用の額を超えること

ができない。 

（受給者証の交付申請） 

第４条 こども医療費の助成を受けようとする保護者（以下「申請者」という。）が福祉

医療費受給者証（こども医療用）（様式第１号。以下「受給者証」という。）の交付申

請に使用する書類は、次のとおりとする。 

(１) 福祉医療費受給者証交付（更新）申請書（こども医療）（様式第２号。以下「申

請書」という。） 

(２) 社会保険各法に規定する被保険者、組合員、加入者又は被扶養者たることを証す

る書類 

(３) 前２号に掲げるもののほか、市長が必要と認めた書類 

（受給者証の更新申請） 

第５条 受給者証の交付を受けている者（以下「受給者」という。）の保護者は、毎年７

月１日から同月31日までの間に、申請書に、前条各号に掲げる書類を添えて市長に受給

者証の更新を申請することができるものとする。 

（受給者証の交付等） 

第６条 市長は、第４条又は前条に規定する申請書の提出があった場合において、その内

容を審査し、第２条第３項に規定する対象者に該当することを確認したときは、申請者

に受給者証を交付するものとする。 

２ 市長は、岩国市乳幼児医療費助成要綱（平成21年８月１日制定）に基づく医療費の助

成を受けている児童が、満６歳に達した日以後最初の４月１日を迎えたときは、前項に

規定する書類の提出を受けることなく当該児童を対象者とみなし、対象者に受給者証を

交付することができる。 

３ 市長は、申請書に記載された事項を岩国市が保有する公簿等により確認することがで

きるときは、前条の申請を受けることなく更新の申請があったものとみなし、対象者に

受給者証を交付することができる。 



４ 受給者証の有効期間は、交付の日（前条の規定により交付した受給者証にあっては、

８月１日。以下「交付日」という。）から交付日以後最初に到来する７月31日までとす

る。ただし、第２条第３項に規定する対象者に該当しなくなったときは、対象者に該当

しなくなった日までとする。 

（受給者証の再交付申請） 

第７条 受給者の保護者は、受給者証を破り、汚し、又は失ったときは、次に掲げる事項

を記載した再交付申請書を市長に提出して、その再交付を申請することができる。 

(１) 受給者の氏名及び生年月日 

(２) 再交付申請の理由 

(３) 受給者証の番号 

２ 受給者証を破り、又は汚した場合における前項の再交付申請書には、当該受給者証を

添えなければならない。 

３ 受給者の保護者は、受給者証の再交付を受けた後、紛失した受給者証を発見したとき

は、直ちにこれを市長に返還しなければならない。 

（氏名等変更の届出） 

第８条 受給者の保護者は、次の各号のいずれかに該当するときは、速やかにその旨を市

長に届け出なければならない。 

(１) 住所又は氏名を変更したとき。 

(２) 加入している医療保険に変更があったとき。 

(３) 助成の対象となる医療の事由が第三者の行為によるとき。 

(４) 受給者証を紛失したとき。 

(５) 市外へ転出するとき。 

(６) 医療費の助成がある施設に入所するとき。 

(７) 生活保護を受けるようになったとき。 

(８) 他の法令等により医療費の助成を受けられるとき、又は受けたとき。 

(９) 高額療養費、高額介護合算療養費、付加給付金その他これに類する給付を受けた

とき。 

(10) 婚姻し、又は離婚したとき。 

（受給者証の返還） 

第９条 受給者の保護者は、受給者がこの要綱による対象者でなくなったときは、速やか

に受給者証を返還しなければならない。 

（現物給付による助成） 

第10条 受給者が、この要綱に定める手続に従い、社会保険各法に規定する保険医療機関、

保健薬局、指定訪問看護事業者その他別に定める病院、診療所又は薬局（以下「保険医

療機関等」という。）で医療を受けたときは、市長は、こども医療費として当該医療を

受けた者に交付すべき額の限度において、その者が当該医療に関し当該保険医療機関等

に支払うべき費用を、その者に代わり、当該保険医療機関等に支払うことができる。 

２ 前項の規定による支払があったときは、当該医療を受けた受給者の保護者に対し、こ

ども医療費の助成があったものとみなす。 

３ 市長は、第１項の規定により保険医療機関等に支払うべき額の審査及び支払に関する



事務を山口県国民健康保険団体連合会に委託することができる。 

（こども医療費助成の申請等） 

第11条 第３条の規定によるこども医療費の助成を受けようとする者が市長に提出する書

類は、次のとおりとする。 

(１) 福祉医療費支給申請書（こども医療）（様式第３号） 

(２) 次のアからウまでのいずれかの書類 

ア 社会保険各法の規定による一部負担金を支払ったことを証する資料 

イ 他の法令等による給付に関し費用徴収金が課せられる場合は、措置の実施機関の

発行する決定通知書 

ウ 医療機関の発行する領収書等の当該費用徴収金額が確認できる資料 

(３) 高額療養費、高額介護合算療養費、付加給付金その他これに類する給付を受ける

ことができる場合又はできた場合は、その給付金額が記載された書類 

２ 市長は、前項の書類を受理したときは、必要な審査を行い、第３条に定めるこども医

療費の額を決定し受給者の保護者に支払うものとする。 

（受療の手続） 

第12条 受給者の保護者は、第10条の規定による医療を受けようとするときは、保険医療

機関等において社会保険各法の規定による電子資格確認、資格確認書の提示その他の方

法により被保険者、組合員、加入者又は被扶養者であることの確認を受けるとともに、

受給者証を提示するものとする。ただし、緊急やむを得ない事由によって社会保険各法

の規定による電子資格確認、資格確認書の提示その他の方法による被保険者、組合員、

加入者若しくは被扶養者であることの確認又は受給者証の提示をすることができない者

であって、受給者であることが明らかなものについては、この限りでない。 

（助成の制限等） 

第13条 市長は、次の各号のいずれかに該当するときは、受給者証の交付をせず、又は既

に交付している受給者証の効力を停止し、若しくは助成の全部若しくは一部を支給しな

いことができる。 

(１) 受給者の疾病又は負傷が第三者の行為によって生じたものであって、損害賠償を

請求することができるとき。 

(２) 受給者の疾病又は負傷が受給者の保護者の故意による犯罪行為により生じたもの

であるとき。 

(３) 受給者の保護者が助成の決定に関する書類であって、市長が必要と認めるものを

提出しないとき。 

(４) この要綱又はこの要綱に基づく指示に違反したとき。 

（こども医療費の返還等） 

第14条 市長は、偽りその他不正な手段によりこども医療費の助成を受けた者があるとき

は、その者から、その助成を受けた額に相当する金額の全部又は一部を徴収することが

できる。 

２ 市長は、受給者の保護者が受給者の疾病又は負傷に関し損害賠償を受けたときは、そ

の金額の限度において、こども医療費の全部若しくは一部を助成せず、又は既に助成し

たこども医療費の額に相当する金額を返還させることができる。 



３ 受給者の保護者は、受給者に係る医療費について、高額療養費、高額介護合算療養費、

付加給付金その他これに類する給付を受けたときは、その金額の限度において、その金

額に相当するこども医療費を返還しなければならない。 

４ 市長は、第３条の規定による助成すべき額を超えて助成したときは、受給者の保護者

から当該過払い相当額を市長に返還させるものとする。ただし、市長が保険者から当該

過払い相当額を代理受領した場合は、この限りでない。 

（その他） 

第15条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項については、別に定める。 

附 則 

この要綱は、平成20年10月１日から施行する。 

附 則（平成24年10月１日） 

この要綱は、平成24年10月１日から施行する。 

附 則（平成28年１月１日要綱第37号） 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成28年１月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱の施行の際現に提出されているこの要綱による改正前の岩国市こども医療費

助成事業実施要綱の様式（次項において「旧様式」という。）により使用されている書

類は、この要綱による改正後のこども医療費助成事業実施要綱の様式によるものとみな

す。 

３ この要綱の施行の際、現にある旧様式による用紙については、当分の間、これを取り

繕って使用することができる。 

附 則（平成28年10月１日要綱第67号） 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成28年10月１日から施行する。 

（平成28年度における受給者証の有効期限の始期の特例） 

２ 平成28年度における受給者証の有効期限の始期は、この要綱による改正後の岩国市こ

ども医療費助成事業実施要綱第６条第４項の規定にかかわらず、受給者証の交付の日又

は平成28年10月１日のいずれか遅い日とする。 

附 則（令和元年７月１日要綱第103号） 

この要綱は、令和元年７月１日から施行する。 

附 則（令和３年４月１日要綱第127号） 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱の施行の際現にこの要綱による改正前の岩国市こども医療費助成事業実施要

綱（以下「改正前の要綱」という。）第４条、第５条及び第11条の規定によりされた申

請は、この要綱による改正後の岩国市こども医療費助成事業実施要綱第４条、第５条及

び第11条の規定によりされた申請とみなす。 

３ この要綱の施行の際、改正前の要綱による用紙で、現に残存するものは、所要の修正



を加え、なお使用することができる。 

附 則（令和６年３月１日要綱第４号） 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和６年３月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱の施行の際現にこの要綱による改正前の岩国市こども医療費助成事業実施要

綱（以下「改正前の要綱」という。）第４条及び第５条の規定によりされた申請は、こ

の要綱による改正後の岩国市こども医療費助成事業実施要綱第４条及び第５条の規定に

よりされた申請とみなす。 

３ この要綱の施行の際、改正前の要綱による用紙で、現に残存するものは、所要の修正

を加え、なお使用することができる。 

附 則（令和６年12月２日要綱第84号） 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和６年12月２日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱の施行の際現にこの要綱による改正前の岩国市こども医療費助成事業実施要

綱（以下「改正前の要綱」という。）第４条及び第５条の規定によりされた申請は、こ

の要綱による改正後の岩国市こども医療費助成事業実施要綱第４条及び第５条の規定に

よりされた申請とみなす。 

３ この要綱の施行の際、改正前の要綱による用紙で、現に残存するものは、所要の修正

を加え、なお使用することができる。 


